


います」（「超重症児（首）人浣診療加眉」1「J3001－よ、6歳未満 600点）   

超重症児判定基準は、〔D運動機能は座位までで、②呼吸管理、食事機能、胃・  

食道逆流の有無、補足項‖（「村立変換、定期導尿、人L肝門など）の各々の項  

目のスコアの合計が25点以仁で、それが6カJ」以仁続く場合を「超重症児」と  

fり走し圭す。「準超重症児」は、それに準じるもので10ノ仁王以上（準超重症児（者）  

入院診楯山ロ算1「‡100ノ了、（、6歳末満200ノた） 

超重症虻  準超重症児  

（3）「準・超重症児」の実態  

・重症児ノ墜造（国立を含む）入所中  

「超重症児」1，426名  

「準超重症児」1，958名  

公法人立重症児施設入所児者の年齢分布  

119施設．入所児者数10，852人（20074．1現在）  
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合計3  384名  
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（全入所者の約18（舛））  
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・NICUノ…引こ長期入院中 約300孝一  

・在宅（r▼重症児通閲」から推計）  

1，300名  
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2．医療・福祉卜の課題  

（1）入所部門：児童福祉法1二の生活施設でありかつ医療法上の痘堤  

公立・法人立重症児施設（119ヶ所、定員11，522床（入所率96％））   



国、トlt妄卜■′1病院機構 74ケ所、定員7，488床（入所率96～97％）  

合計193ケ所19．010床  

重症児施設の入所児（者）内訳  （箇所数）  

119  
′1975）年  平成19（2007）年  

割合  入所者  割合   

47．9％  7，883人 72．7％   定義どおりの重症心身障害児 ト卦大島の分針・2・3・4   

人  
重度肢体不自由児㈲大  

9．2％   

117人  
自由も知的障害も中軽 ス大島の分妻貞7・     ・1∠1・19・20・21・22・23   

100．0％   

サ  
区L  

分入所者  

74  11，694人  

Ⅱ 1．465  

Ⅲ327人  

1967年  2007年  Ⅳ48人  

重症児施設の箇所数の推移  
計  

①医師・看護帥等の確保の困難  

②定義どおりの「重症心身障害児・者▲」なかでも「超重症児」「準超重症児」   

の増加が顕著  

③常時ほぼ満床で、ショートステイへの対応に苦慮  

④入所待機者、とくに「準・超重症児」（7）受け入れ条件の改善（NICU等での   

滞留状態の改善と在宅児のショート受け入れのため）   

「準・超重症児入院診療加算」の大幅増額  

・N二【CUの診療報酬：一人一F＝1約8万rり   

・重症児施設の診療報酬l一人一F二l約2万3，000円～2万6，000円程度  

・入所待機者のアンケート調査結果（公法人立屯症児施設78施設のみ  

で925名。全国推計約3，000名～東京都・横浜「巨・大阪巾Ⅴ）状況を勘  

案すると5，000老，）  

入所待機者の状況  

0～1   2～9   10～19  20～29  30～39  40～49   50′〉   

13   18   2   3   2  



「超重症児」・「準超重症児」の措置入所者の推移（公法人立のみ）  

車度   1998  1999  2000  2001  2002  2003  2004  2005  2006   

重症児   347  416  468  494  590  656  687  818  903   

L重症児   694  858  682  812  850  939  888  1128  1148   

重症児合計  1，041  1，274  1，150  1306  1，440  1，595  1，575  1，946  2，111   

ri歳未満の超重症児者・準超重症児者数（公法人立の2川）8年／1月1日現在）  

超重症児者数   98   

準超重症児者数   1，15   

（2）在宅部門   

在宅弔症児は約2ガ5，000人（推計）   

重症心身障害通園事業利用者は約5，000人（20（舛））で、そのうち「準・超重  

症児者」は約1，300名（A型30．5（‰∴B埋20，0％ 1そ均24．4％）   

①「重症心身障害通園事業」の維措・改善  

A型（15名定員）での「準・超重症児加算」の新設  

（箇所数）  

L†三 」  
3。。   
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43   

H8  9  10 11 12 13 14 15 16 （年度）18  

重症児通園の整備状況  

②「障害者自在支援法」卜での「療養介護型」（7）重症児通園事業の設定（「生  

活介護」でなく）  

③「短期入所」での「準・超重症児加算」の新設   



合計  A型 B型 合計  A型 B型 合計  
＜Hll年度＞  ＜H15年度＞  ＜H18年度＞   

超重症児・準超重症児数の変化  

短期入所受け入れ状況  

人 

宿 泊  日 中  総 合   

数  延件数  延べ日数  実人数  延件数  延べ日数  実人数  延件数  延べ日数   

132   964  3，641   63   683   665   156  1，647  4．306   

49   489  1，590   31   423   423   51   912  2，013  

3．「児童福祉法」上の課題   

児・者一貫体制の維持（「成育医療」の観点から）  

国立成育医療センターの対象とする医療   

新しい国立高度専門医療センター（以下「新センター」  

という）においては、子どもが産まれ、成長して次の世  

代を産み育てるという一連のライフサイクルを捉え、こ  
れらを包括する医療を提供するものである。   
新センターの対象とする医療は、小児・母性等を対象  

とする医療を中心としているものの、必ずしもこうしたカ  
テゴリーに当てはまらない分野り列えば威Aに達した小  

児艶痛点者に対する医療、胎児に関する医療、思春期  
患者に対するこころの医療等）も対象とすることとしてい  

る。   
これらの医療を包括する概念及び用言吾として、「成育  

医療」が関係学会等において一定の定着が見られると  
ころである。  

小林 登（東京大学名誉教授，国立小児病院名誉院長）  
小児科診療1998年 6号（9）1057よリ   

成育医療とは、これまで小児年齢の中に限って  

考えてきた小児医療を、人の一生の最初のライ  

フステージの医療としてとらえ、小児年齢をこえ  

てその後のライフステージにまで伸展するととも  

に、次世代、次々世代につながるライフサイクル  

の中でとらえ直した新しい医療体系である。これ  

には胎児医療、周産期医療、新生児医療、小児  

医療、思春期医療、生殖医療、産科医療などが  

含まれ、さらには加齢医療、老年医療につなが  

る‥   

白木和夫（鳥取大学名誉教授．聖路加看護大学大学院）  
小児内科 Vo仁32 N0．12，2000－12よリ  
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